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○ 使用料等の見直し
◇ 体育館、公民館等の使用料の設定が異なっていた。
→ 教委を中心に使用料（電気料含む）の見直しを行ない、一部議決済み。
◇ 減免に対する対応が大きく異なっている。
→ 受益者負担の原則に則って徐々に平準化していく。
減免と団体補助等のバランスにも配慮していく必要がある。

○ 防犯灯の電気料金の負担（年間１千万円余）
地元が負担しているところと市が負担しているところがある。
◇

○ 職員駐車場料金について調査

◇ 周辺の土地の評価額から料金を検討＝現状の金額で概ね妥当。
○ 新たな収入の確保について調査
市民に直接影響の少ない分野で、新たな財源を確保する研究を市長から指示される。
◇ 環境税等全国他の自治体の事例を調査してみたが、実効性の高いものは少ない。

○ コンビニを利用した料金支払いについて
単身者、若者、市外在住者等にはある程度の利便性は認められる。

防犯灯と街路灯を区分、過去の設置の経緯等にも配慮しながら、改善策を見つけていく
よう担当課で協議してもらう。

県下で一律に駐車場料金を徴収している市は少なく、教員からも駐車場料金を徴収している
市は他にない。

初期投資、リスク管理等とニーズの把握が必要である。業界の動向も見ながら、早期の導入
はしないが、導入できるよう研究は進めておく。
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主　な　活　動　状　況

分 科 会
開 催 日

１６．１１．　１（全体会議）
１６．１１．１１
１６．１２．１３
１７．　１．１２


